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防災教育「仲間をまもり隊」は主権者意識をどこまで強められるか 

 

至学館大学健康科学部健康スポーツ科学科 
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1．はじめに 

昨今、情報入手方法は世代によって著しい違いがあると指摘されている 1）。若者は新聞を読まず、テ

レビをみない傾向にある、他方、年代が高くなるほど、それらオールドメディアから情報を得ていると

いう説である 2）。ネオ・デジタルネイティブ世代と称される若者の多くは、X(旧 Twitter)や Instagram、

TikTok、Snapchat、BeReal など、複数の SNS からさまざまな情報を入手しているとされる 3）。これ

ら若者が好む SNS は、即時的で、感覚的で、断片的であるようにみうけられる。さらに視覚的である

こと、数秒から数分といった短時間であること、身近なコミュニティ間でのつながりやリアリティがあ

ることも重視されているようにみえる。 

一方、情報過多時代において日本に限らず多くの国で「ニュースへの関心低下」による「ニュース離

れ」が起きているというが、なかでも日本はニュースに対してもっとも「能動的な参加者が少ない国」

とされる 4）。これらは各種選挙における投票率低下にもリンクしているのではないか。 

そもそも日本でインターネット選挙運動が解禁されたのは、2013(平成 25）年の改正公職選挙法以降

であるが、インターネットが選挙の情勢全体に大きな影響をおよぼした、つまり従来の選挙常識では説

明のつかない投票行動が相次いだのは、改正公職選挙法から約 10 年の歳月を経た 2024(令和 6)年の東

京都知事選挙(7 月)、衆議院議員選挙(10 月)、兵庫県知事選挙(11 月)で、この年こそ「ネット選挙元

年」とされる 5）。なかでも東京都知事選挙(2024 年 7 月)では、SNS で若者のこころを掴んだ候補者が

得票数を大きく伸ばし話題になった注 1）。けれども、2016(平成 28)年の 18 歳選挙権以降の国政選挙の

投票率をみると、「ネット選挙元年」以降は 2024(令和 6)年の衆議院議員選挙のみになるが、若者の投

票率に著しい変化はみられない（表 1 参照）6）。 

 

 

 

ちなみに 2024(令和 6)年の衆議院議員選挙の至学館大学の学生の投票率は、「若者の投票率をあげ隊」

(2024 年度の越智ゼミ 3 年、4 年)の調べによると、18 歳が 48.48%、19 歳が 42.30%、20 歳が 31.53%、

21 歳が 48.03%、22 歳が 61.40%、23 歳以上が 52.94%、全体としては 44.06%であった。同じ選挙で至

学館大学の所在する愛知県大府市の年代別投票率をみても、若者の投票率は決して高いものとはいえな

い(表 2 参照)。 
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筆者は 18 歳選挙権以降、各種選挙のたびに学内で出会う学生に対して選挙に関する呼びかけをした

り、授業内に自治体の首長や市議会議員などを講師に招いて若者が投票することの重要性を説いてもら

ったりしている。さらにゼミの学生にも協力してもらい、選挙啓発のポスターの作製、掲示や、昼休み

にキャンパス全体に投票呼びかけの放送を流したりもしている。また、住民票が他県にある学生には、

個々に不在者投票制度を伝えたり、インターネットを使った期日前投票や不在者投票の呼びかけをした

りもしている。ゼミ生との活動は学内に留まらず、学外でも選挙啓発のチラシやポケットティッシュ等

を配るほか、大府市選挙管理委員会と連携し大学内や大学の所在する大府市内数か所で期日前投票所の

運営も行ってきている注 2)。2024(令和 6)年の衆議院議員選挙に関しては学内で「至学館大学第 1 回投

票済証展」というものも実施した。それでも、この投票率であることに、若者の投票率をあげることは

一筋縄ではいかないと思い知らされるばかりである。  

こうした若者の意識に一石を投じるために、何か策を講じることはできないかと考えはじめたのが

2021(令和 3)年のことであった。「投票に行こう」「若者の投票率をあげよう」という掛け声もさること

ながら、その前提となる若者の主権者としての意識を醸成するには、どうしたらいいのだろう。若者に

とってリアルなこと、地域に密着し、社会の一員である自覚を持たせるにはどうしたらいいのだろうか

と考えた。そのなかで、ひとつの答えとしてかたちになってきたのが、防災教育としての「仲間をまも

り隊」結成だった。 

 

2.「仲間をまもり隊」とは 
「仲間をまもり隊」は、消防・救急・救助に関する専門的知識・技術を学ぶことによって、事故や

災害等に直面した際、自ら、仲間、地域をまもることができる学生をつくりたいという目的をもって

2023(令和 5)年 4 月に立ち上げた。 

防災教育として当初は自衛消防団(消防法第 8 条にもとづいた自衛消防組織)も検討したが、既存の

枠組みにとらわれず、その年その年、社会や学生らが求める内容、そして至学館大学の所在する愛知

県大府市という地域性を活かした内容を盛り込んでいけるようにするために、できるかぎりマニュア

ルや先例のないものが望ましいのではないかと考えた。 

大府市消防本部・消防署の協力を得て、筆者と大府市消防本部・消防署の数名で話し合いを重ねた

うえで年間の内容を決定し、2023(令和 5)年の春から学部学科、学年を問わず、全学生を対象として

参加を呼び掛けた。より多くの学生に告知したいという思いやこの企画はかならず学生の学びになる

という思いから至学館大学の現代教養科目である「人間力総合演習」(卒業必修科目)の一企画として

公開した注 3）。2024(令和 6)年度の、「人間力総合演習」の企画数は 563 件注 4）であり(2025 年 3 月 7 日

現在)、学生らは、さまざまな企画のなかから、興味のある企画を選び、卒業年次までに 60 時間以上

の活動をしなければならない。 

「仲間をまもり隊」の結成は、近年の自然災害の多発や、異常気象の常態化、また本学の位置する

大府市の地理的要素なども考慮したものであった。4 つのプレートが交わり、活火山が集中する日本で

は、地震はもっとも身近な災害といえる。国土地理院によると、大府市には「大高－大府断層」と

「猿投－境川断層系」というふたつの活断層があることもわかっている 7)。 

とりわけ南海トラフ地震では至学館大学の所在する愛知県大府市も被害の影響範囲内にあり、他人

事ではない注 5）。南海トラフ地震が発生した場合、大府市の最大震度は 6 強とされている 8)。また、ひ

とたび巨大地震が発生すれば建築物や土木建造物の被害、広域火災の発生による被害、斜面崩壊(地す

べり・がけ崩れ)の被害、地盤の液状化による被害が想定される。そして、津波が来る。至学館大学の

標高は 37 メートルとされるが、大府市内には 7 つの河川があり、河川沿いには標高 0 メートルに近い

低地がひろがっている地域もある。河川の氾濫による浸水被害として記憶にあたらしいのは、2000(平
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成 12)年 9 月の東海集中豪雨によるものである。東海集中豪雨の際、至学館大学(愛知県大府市横根

町)は浸水することなく、現在(2025 年 3 月 5 日)のハザードマップをみても洪水、土砂、津波、いず

れも危険はないものとされている 9)。さらに、南海トラフ地震を想定した大府市液状化マップをみて

も、至学館大学の周辺はその危険がないものとされている 9)。だが、いうまでもなく、ハザードマップ

を活用しながらも、つねにその想定に疑いをもってあらたな災害をイメージすること、「想定を信じな

い防災教育」（諏訪 2015、164 頁）であることが不可欠である。 

地震以外でも近年ひときわ憂慮されるのは、地球温暖化によるエルニーニョ現象やラニーニャ現象

を要因とする海水温の変化と、それにともなう気温の変動である。気候変動は線状降水帯の発生 10)や

台風の激甚化 11)をまねくともいわれる。その他にも竜巻や突風の被害も想定される。愛知県には活火

山がなく、県の防災対策にも火山は含まれていないが 12)、学生らはさまざまな実習や合宿で妙高山(新

潟県・長野県)や乗鞍岳(長野県・岐阜県)や白山(石川県・岐阜県・福井県)などといった愛知県外の活

火山にでかけることもある。ありとあらゆる災害がいつどこで発生してもおかしくない日本におい

て、すべての災害に対応できる知識や技能を身につけることは年々重要度、必要性を増しているとい

えよう。 

 小学校や中学校、高校に比べれば敷地面積が広く、それぞれの時間帯に幅広くさまざまな活動をし

ている大学においては、災害が発生しても、近くに教職員がいないこともあり得るだろう。至学館大

学には敷地内に寮があり、2025(令和 7)年 3 月 5 日現在、49 名 (大学生 40 名と高校生 9 名。定員は

72 名)の学生らが生活する場になっている。 

 過去の災害の経験によれば、大規模な広域災害では救助を必要とするすべての現場に救助部隊が展

開することは物理的に不可能である。阪神・淡路大震災(1995 年)では地震直後にがれきの下敷きにな

り、自力で脱出できなくなった要救助者は約 3 万 5,000 人であったという。このうち、近隣の住民が

救出したのは約 2 万 7,000 人で、警察、消防、自衛隊が救出したのは約 8,000 人であったと伝えられ 
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ている 13)。住民が素手でがれきから人を救い、応急手当を行い、病院に運んだという 14）。 

災害へのそなえを考える際、「自助」、「共助」、「公助」の 3 つにわけられるが、この阪神・淡路大震

災(1995 年)から学ぶことは、まずは自分の身をまもる「自助」であり、地域やコミュニティといった

周囲の人たちが協力して助け合う「共助」にあたるものの重要性である。避難訓練のように身構えて

必要な機材や道具が手の届く範囲に用意されているわけではない環境下で、ひとりひとりの住民が柔

軟に判断して行動しなくてはならない。 

また、東日本大震災(2011 年)では、岩手県釜石市の鵜住居小学校と釜石東中学校の児童・生徒約

570 人が「避難 3 原則」(1、想定にとらわれない。2、状況下において最善をつくす。3、率先避難者

になる。)を徹底した行動によって、児童・生徒のひとりのいのちも奪われることがなかったという事

例も、広く伝えられているものである 15,16）。 

 至学館大学においては、キャンパスに隣接して至学館大学附属幼稚園があり、そこには 2025(令和

7)年 3 月 5 日現在、270 名(定員 276 名)の園児たちがつどっている。近隣に暮らす高齢者の方々も数

少なくないことだろう。 

万が一、災害が発生したら、学生は、まずは自らの身をまもり、友をまもり、園児をまもり、近隣

住民をまもる人になってほしい。そのために必要となる知識や技能を盛り込んだものとして、「仲間を

まもり隊」は 2023(令和 5）年度の活動を開始した。大府市消防本部・消防署(愛知県大府市)と知多広

域消防指令センター(愛知県半田市)の施設見学および通報訓練、至学館大学内の消防施設を使用した

消火訓練を含む火災予防実習、地震体験などといった内容とした。さらに、普通救命講習や応急手当

普及員講習および応急手当指導員講習といった応急手当に関する時間を多く設けたのは、自然災害時

の対応としてだけでなく、学校での事件や事故等も意識しているものである。 

「仲間をまもり隊」の、2023(令和 5)年度の活動の総時間は 50 時間 40 分であり、参加学生の延べ

人数は 184 人であった(表 3 参照)注 6)。 

翌 2024(令和 6)年度の活動は、前年の応急手当に関する資格をいかした活動が増え、あらたに「防

災・減災カレッジ」(主催：あいち防災協働社会推進協議会、あいち・なごや強靭化共創センター)を

受講し防災士資格(日本防災士機構)の取得も行った。「仲間をまもり隊」の、2024 (令和 6)年度の活

動の総時間は 131 時間 15 分であり、参加学生の延べ人数は 570 人であった(表 4 参照)注 7)。 

 

3.「仲間をまもり隊」の活動に参加したことによって「人間力」はどう変化したか 

至学館大学の教育理念は「人間力の形成」である。この「人間力」とは、「健康力」、「知的視力」、「社 
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会力」、「自己形成力」、「当事者力」の 5 つのチカラで構成されるとしている。そして、これらの 5 つの

チカラを乗じ、総合的に応用・展開することができるようになって、はじめて「人間力」がより確かな

ものになるとしている 17)。 

 では、「仲間をまもり隊」の活動は、これらのチカラにいかに影響をあたえているのか。なかでも応急

手当普及員講習および応急手当指導員講習の受講によって、学生個々のチカラはどのように変化したか。

ここでは、2024(令和 6)年度の応急手当指導員講習を受講し、応急手当指導員に認定された 12 名の学

生による自己評価を掲載する(表 5、図 1 参照)。くわえて、応急手当指導員講習を受講したことによっ

て、自分自身のなかで何が変わったかという自由記述回答も掲載する(表 6 参照）。 

 総務省消防庁の定める項目をもって応急手当普及員講習は合計 24 時間、応急手当指導員講習は合計

16 時間を受講するものである(表 7、表 8 参照)。このふたつの講習の合計時間は 40 時間になるが、そ

れぞれの講習時間のなかに含まれる筆記試験や実技試験のために、受講学生は各自それ以外の時間も応 

急手当に関する復習をしている。 

「人間力」に関する自己評価は一様に向上している。もちろん知識や技能の習得に対する評価もあろ

うが、5 つのチカラがバランスよくあがっていることから、これは得られた知識だけでなく、もっと実

践的なチカラが身についたと実感しているといえるのではないか。たとえば、人命に関わるという「責

任感」、コミュニティのなかで役割を果たす「使命感」、チームで動くことが求められる「協調性」、さま

ざまな状況に対応するための「判断力」、こうした広範にわたるあらゆるチカラを、講習を通し身につけ

たという自信からくるのであろう。そして、こうした自己評価の背景には、応急手当普及員講習および

応急手当指導員講習の指導者をつとめる消防職員の指導のあり方、チームで動こうという雰囲気づくり

が大いに関与しているものと思われる。応急手当の必要性を十分に伝えたうえで、人を助けようという

受講学生らのやる気を削ぐことなく、さらにこのような場合はどうしたらいいのだろうと次から次へと

想像をふくらませ、主体的に自らの能力を伸ばそう、多くの仲間とともに人をかならず助けられる人に

なろうと思わせてくれる講習であることが評価の高さにあらわれていると思えてならない(図 1 参照)。 

応急手当普及員講習でも応急手当指導員講習でも座学だけでなく多くの実技の時間がもうけられて

いるが、ここではみんなの前でくりかえし心肺蘇生法に関する実技を披露することになる。わかりやす

く、よく聞こえる声で、より正確に心肺蘇生法を伝えるための練習である。最初は、自信がなく、みん

なの前で実演することを恥ずかしがり、声が小さく表情もかたかった受講学生が日を重ねるごとに、声

が通り、堂々と、明るい表情になっていく、そのような講習であった。つまり、ここで伸びた評価は、

消防職員の講習に対する評価であるともいえよう。 

人を助けられるとなれば、ときに周囲からほめられたり、前向きな学びの時間が心地よく感じられた

り、できることが増えていく自分自身に自信をもつことができたり、それらは自己肯定感をあげること

にもなるだろう。また、いうまでもなく、これら 5 つのチカラは個々に分断されたものではなく、それ

ぞれのチカラの向上が相乗的に作用し、ともにあがっていくものでもあるだろう。 
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4．おわりに 

「仲間をまもり隊」の活動によってあらためて学生のもつエネルギーを社会とつなぐことの意義深さ

を感じた。手探りですすめた防災教育というものは、じつに広範で奥深いものであった。そして、そこ

で養われる社会力や当事者力などは、遠回りかもしれないが、より強固なかたちで主権者としての意識

に結びつくという思いを強く持つに至った。社会的な課題を身近に受け止め、個人としての取り組みは

もちろん、コミュニティや自治体と連携した取り組みは、まさに主権者としての意識、行動を求められ

るものであった。 

人をまもることができる人になるためには、まず自らに知識や技能を身につけなくてはならない。そ 
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して、よく人を観察することが求められ、柔軟に行動するエネルギーが必要になる。これは、心肺蘇生

法の手順でもある。傷病者を発見したら、身の安全を確認したうえで、傷病者に近づき、声をかけ、意

識や呼吸の有無を確認する。そして、周囲の人に助けを求めるべく声をかけ、119 通報や AED の手配

や大勢の人を集めるための指示を出す。救急隊が駆けつけるまでの数分間にできる限りのことを自ら判

断し実行しなければ助かるいのちが助からなくなってしまうかもしれない。胸骨圧迫や人工呼吸、AED

の使用と、それらをただしく実践しなければならない。 

人を助けるという行為は、ひとりの人から複数の人をみるチカラになり、社会をみるチカラにもつな

がるはずである。ひとたび大災害が発生したら、何人もの人を助けなくてはならなくなる。より効果的

に動くにはどうしたらいいのか、そのカギはやはり防災教育のなかにある。 

たとえば、防災対策には災害履歴(自分たちの暮らすまちは過去にどのような災害が起きているのか)、

災害環境(地形や立地条件、住宅やまちの形状はどう作用するのか)、災害リスク(これからどのような

災害がどのような規模で起こりうるのか)という 3 点を知ることが不可欠とされるが、これらは地方自

治と無関係ではない。ひいては国の政策にも関わってくるものである。これこそ防災意識が高まること

によって主権者としての意識も高まると考える所以である。 

 これからの学校(大学含む)の防災教育、いわば「市民力を育む教育」（諏訪 2015,164 頁）は、どうあ
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ることが望ましいのか。それは、少なくとも国から一律に、一斉に指示される内容のものではない。海

が近い学校、山のなかの学校、雪深い地域の学校、高層ビルが隣接するなかにある学校、これらの学校

がひとつの同じ内容の防災訓練だけで足りるとは思えない。至学館大学においては、たとえば避難訓練

の際に学生が園児を救出する練習が必要ではないか。さらに、近隣に暮らす人たちを受け入れるための

避難所開設の手はずはどうか。学生と教職員だけでなく、同窓会の人や食堂で働く人やスクールバスの

運転手、守衛や門衛、コンビニの従業員、キャンパスの清掃者など、大学で過ごす時間の多い人たちと

ともに訓練をすることも有意義ではないか。訓練は、教職員が核になったとしても、もっと学生が主体

的に自らの身をまもり、周りを助ける側になれるような内容にしていくことこそ、より現実的である。 

もし、年に 2 回あるかないかの学校(大学含む)あげての避難訓練が、既成事実づくりとしての避難訓

練、タイムテーブル通りに終わらせることを至上目的としているような避難訓練、「やらされている感」

でしぶしぶ動く避難訓練であるならば、せっかくの防災教育の絶好の機会をどぶに捨てるようなもので

ある。 

 「仲間をまもり隊」は、いつなんどき起こるかわからない、予期することのできない事故や災害等に

そなえ、さらに学びを深め、より広く行動できるよう、生きるチカラを強固なものにしていきたい。 
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注記 

注 1) 東京都選挙管理委員会の HP 内「若年層投票率の推移(都知事選挙)」(最終更新日、2024 年 7 月

16 日)によると、2024(令和 6)年の東京都知事選挙の 18 歳選挙権以降の投票率の推移は、2016(平

成28)年は59.73%、2020(令和2)年は55.00%、2024(令和6)年は60.62%(そのうち18歳は60.58%、

19 歳は 47.92%、20 歳 45.60%)であった 18)。 

注 2）至学館大学では 2016(平成 28)年 2 月に大府市と「選挙啓発に関する協定」を締結して以来、継

続的に主権者教育を行ってきている。各種選挙のたびに学内外での投票の呼びかけや期日前投票所

の運営も行っているが、これは 18 歳選挙権がスタートした 2016(平成 28)年の参議院議員選挙以

降、すべて筆者のゼミ生(3 年、4 年)がつとめている。 

注 3）至学館大学には現代教養科目のひとつに「人間力総合演習」というものがある。これは学生が、

自ら課題を見つけ、その課題を追求しようとチャレンジすることが求められるもので、さまざまな

企画のなかから興味のあるものに参加することになる。「人間力総合演習」を統括する至学館大学

の人間力開発センターによる企画もあれば、教員による企画もある。そして、学生自身が自己企画

として人間力開発センターに申請をして提出することも可能である。 

至学館大学のすべての学生は、1 年から 4 年までの間に累計活動時間、60 時間の活動が求められ   

ている。「仲間をまもり隊」も、この「人間力総合演習」の活動時間にカウントできるものとして企  

画を提出しているが、参加学生のなかには、すでに「人間力総合演習」の 60 時間は満たされてい

て、それとは関係なく自らの学びのために参加したいという学生が半数以上いる。 

注 4）2024(令和 6)年度は、「人間力総合演習」を取りまとめている人間力開発センターによる企画が  

93 件、さまざまな学科の教員による企画が 48 件、学生個々が自ら申請する自己企画が 422 件、合  

計 563 件である(2025 年 3 月 7 日現在)。 

注 5）国土交通省気象庁によると、南海トラフ地震の発生は約 100 年から 150 年の周期とされ、今後 30   

年以内に発生する確率は 80%程度と、その切迫性は高い状態にある(2025 年 2 月 7 日現在)。 

南海トラフ沿いでМ8からМ9クラスの規模の地震が発生した場合、国(内閣府、中央防災会議  

防災対策推進検討会議「南海トラフ巨大地震対策検討ワーキンググループ」)は、最悪で死者が 32

万 3,000 人、全壊・焼失建物は 238 万 6,000 棟余りにのぼると被害想定を伝えている。南海トラフ
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地震の、この被害想定の試算は 10 年余り前の 2012(平成 24)年であることから、2025(令和 7)年

現在見直しが行われ 2025(令和 7)年 3 月末を目途に公表されることになっている。 

注 6）「仲間をまもり隊」の 2023(令和 5)年度の活動時間のうち、応急手当普及員講習は、総務省消防  

庁の定める講習時間である合計 24 時間、応急手当指導員講習は 16 時間としている。参加した学生  

の人数については、応急手当普及員講習は 12 人×3 日(合計延べ 36 人)、応急手当指導員講習は 12 

人×2 日(合計延べ 24 人)として計算している。 

注 7) 「仲間をまもり隊」の 2024(令和 6)年度の活動時間のうち、愛知県の「防災・減災カレッジ(防  

災人材育成研修会)」(6 月から 12 月)は、防災士資格取得試験を受講するには少なくとも 5 日間の  

受講が必要となるため、本稿では最低日数の 5 日分を計算している。また、講習は日によって 9 時 

00 分から 16 時 40 分までであったり、9 時 00 分から 17 時 00 分までであったり、9 時 30 分から 

17 時 00 までであったり、学ぶ内容によってまちまちであるが、ここでは 9 時 00 分から 17 時 00 

分までの 1 日 8 時間としている。 

応急手当普及員講習(2025 年 2 月 5 日から 2 月 7 日)は、総務省消防庁の定める講習時間である    

合計 24 時間、応急手当指導員講習(2025 年 2 月 13 日から 2 月 14 日)は 16 時間としている。 

参加した学生の人数については、応急手当普及員講習は 13 人×3 日(合計延べ 39 人)、応急手当 

指導員講習は 12 人×2 日(合計延べ 24 人)として計算している。 

その他、大府市消防本部・消防署の普通救命講習（2025 年 11 月 24 日と同年 12 月 22 日)は総務 

省消防庁の Web 講習の 1 時間を加算する。東日本大震災(2011 年 3 月 11 日)を忘れないために東 

北にメッセージカードを送るというものは、おのおのの学生が空き時間にメッセージをしたためた 

ものだが、活動時間としてはくわえていない。また、ここでの活動人数はメッセージを書いた 150 

人としている(展示は青森県と福島県 2 か所で行われる)。 
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